
北海道告示第10379号

北海道が令和２年度において補助金等を交付する事務又は事業、補助対象経費、補助率等を次のとおり定める。

令和３年３月９日

北海道知事 鈴木 直道

（保健福祉部所管分 その34）

補助金等を交付する事 交付申請書に添 実績報告書に添 交付申請書の提 補助金等の交

務又は事業の名称及び 補 助 対 象 者 補 助 対 象 経 費 補 助 率 等 付すべき関係書 付すべき関係書 出部数、提出期 付に関する権 摘 要

その目的又は趣旨 類 類 限及び提出先 限の委任

へき地医療対策事業 提出部数 正副２部 書類は、総

へき地における医療の充 提出期限 別に指示す 合振興局又

実と確保を図るため、予算 る日 は振興局の

の範囲内で補助する。 提 出 先 保健福祉部 保健環境部

地域医療推 長又は地域

進局地域医 保健室長を

療課 経由するこ

と。（札幌

市、小樽市、

函館市及び

旭川市の場

合を除く。）

(1) へき地医療拠点病院 知事が指定した へき地医療拠点病院の運営に必要 10分の10以内 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式

運営事業 へき地医療拠点病 な経費（医療活動費、研究費、研修 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式

院の開設者 費、医療費及び伝送装置経費） （寄附金その他 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式

の収入があると 保福第１の20号様式 保福第36号様式

きは、補助金等 保福第１の32号様式 保福第37号様式

の額の算定に当 （申請者が市町村で 別に指示する様式

たり、当該寄附 ある場合を除く。）

金その他の収入 保福第34号様式

金の控除等を行 保福第35号様式

う。） 別に指示する様式

(2) へき地診療所運営事 市町村、日本赤 へき地診療所の運営に要する経費 ３分の２以内 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式

業 十字社、社会福祉 （事務費、研究費、医療費及び伝送 （知事が適当と 保福第１の18号様式 保福第１の30号様式

法人恩賜財団済生 装置経費） 認めた者にあっ 保福第１の20号様式 保福第１の31号様式

会、北海道厚生農 ては、３分の１ 保福第１の32号様式 保福第11号様式から



業協同組合連合 以内） （申請者が市町村で 保福第14号様式まで

会、社会福祉法人 ある場合を除く。） 保福第21号様式

北海道社会事業協 （寄附金その他 保福第８号様式から 別に指示する様式

会、その他知事が の収入があると 保福第12号様式まで

適当と認める者 きは、補助金等

の額の算定に当

たり、当該寄附

金その他の収入

金の控除等を行

う。）

(3) へき地患者輸送車運 市町村、日本赤 へき地患者輸送車の運行に要する ２分の１以内 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式

行事業 十字社、社会福祉 経費 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式

法人恩賜財団済生 （寄附金その他 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式

会、北海道厚生農 の収入があると 保福第１の20号様式 保福第393号様式

業協同組合連合 きは、補助金等 保福第１の32号様式 保福第394号様式

会、社会福祉法人 の額の算定に当 （申請者が市町村で 別に指示する様式

北海道社会事業協 たり、当該寄附 ある場合を除く。）

会 金その他の収入 保福第392号様式

金の控除等を行 保福第393号様式

う。）

(4) へき地診療所医師派 市町村、日本赤 へき地診療所への医師派遣に必要 ２分の１以内 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式

遣強化事業 十字社、社会福祉 な経費 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式

法人恩賜財団済生 （寄附金その他 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式

会、北海道厚生農 の収入があると 保福第１の20号様式 保福第484号様式

業協同組合連合 きは、補助金等 保福第１の32号様式 保福第485号様式

会、社会福祉法人 の額の算定に当 （申請者が市町村で 別に指示する様式

北海道社会事業協 たり、当該寄附 ある場合を除く。）

会 金その他の収入 保福第483号様式

金の控除等を行 保福第484号様式

う。 別に指示する様式


